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(百万円未満切捨て)

１．2025年11月期第３四半期の連結業績（2024年12月１日～2025年８月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年11月期第３四半期 6,540 6.3 781 12.0 793 14.0 526 12.5

2024年11月期第３四半期 6,156 3.9 697 23.7 695 25.5 467 29.6
(注) 包括利益 2025年11月期第３四半期 540百万円( 12.4％) 2024年11月期第３四半期 480百万円( 33.5％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年11月期第３四半期 899.55 ―

2024年11月期第３四半期 799.67 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年11月期第３四半期 7,940 4,518 54.6

2024年11月期 7,421 3,997 51.4
(参考) 自己資本 2025年11月期第３四半期 4,334百万円 2024年11月期 3,813百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年11月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00

2025年11月期 ― 0.00 ―

2025年11月期(予想) 30.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年11月期の連結業績予想（2024年12月１日～2025年11月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,100 0.5 820 7.5 820 8.0 520 1.4 889.20
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年11月期３Ｑ 586,100株 2024年11月期 586,100株

② 期末自己株式数 2025年11月期３Ｑ 1,343株 2024年11月期 1,343株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年11月期３Ｑ 584,757株 2024年11月期３Ｑ 584,802株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算
に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境と所得環境は改善しましたが、食料品を中心とした

物価高の影響により個人消費は横ばいで推移しました。対して、企業部門の景況感は良好で投資意欲も底堅い状況

にありましたが、日米の政策金利の動向や相互関税、国内の自民党総裁選結果の影響等の不確定要素が多いことか

ら、景気の先行きは不透明さが残るものとなりました。

一方、当社グループ主力事業の建設コンサルタント事業は、社会インフラの点検・補修・補強業務などの防災・

減災、国土強靭化関連の需要および防衛施設整備関連の需要がいずれも堅調であったことから良好な受注環境であ

りました。他方、連結子会社が取り組む情報処理事業は、主要顧客である官公庁のマーケットに限定すると、価格

競争の激化により厳しい受注環境が続きました。

このような状況下、当社グループは、営業面では、期初の利益計画達成に必要な受注量を確保すべく、営業活動

の強化をグループ全体で展開し、建設コンサルタント事業の受注高は、期初の受注計画を上回る成果を上げること

ができました。しかしながら、情報処理事業の受注高は、各種の受注対策を講じているものの、期初の受注計画を

達成することができませんでした。なお、建設コンサルタント事業の受注高が前年同期比で減少しておりますが、

これは前連結累計期間中に防衛省等で複数年契約の大型案件を受注した影響によるものであり、単年度の売上に換

算した場合の当第３四半期連結累計期間の受注高は前年同期の受注高を上回っております。

また、生産面では、これまで同様にグループ全体で生産性向上による生産コストの縮減と販売費の低減に努め、

建設コンサルタント事業の単体利益が連結利益を牽引する形で前年同期を上回る成果を上げることとなりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高7,348百万円（前年同期比15.6％減）、売上高6,540百万

円（前年同期比6.3％増）、営業利益781百万円（前年同期比12.0％増）、経常利益793百万円（前年同期比14.0％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益526百万円（前年同期比12.5％増）となりました。

以上のことから、当社グループは、現段階において、2025年１月に開示した業績予想に対する進捗は順調に推移

しているものと判断しております。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

（建設コンサルタント事業）

主力事業であります建設コンサルタント事業は、受注高6,035百万円（前年同期比16.5％減）、売上高5,447百

万円（前年同期比8.6％増）、営業利益868百万円（前年同期比10.9％増）となりました。

（情報処理事業）

情報処理事業は、受注高1,310百万円（前年同期比11.7％減）、売上高1,090百万円（前年同期比4.2％減）、営

業損失5百万円（前年同期は営業利益11百万円）となりました。

（不動産賃貸・管理事業）

不動産賃貸・管理事業は、当社子会社が主に連結グループ内企業に対してサービスを提供している事業で、受

注高2百万円（前年同期比12.5％増）、売上高2百万円（前年同期比12.5％増）、営業利益29百万円（前年同期比

63.4％増）となりました。

（注）上記セグメント別の売上高は、外部顧客に対する売上高のみを表示しております。セグメント別の営

業利益は、外部顧客に対する額に加え、セグメント間の額を含めて表示しております。内部売上高を含む詳細

につきましては、[セグメント情報]をご参照下さい。
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（２）財政状態に関する説明

（総資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ519百万円増加し7,940百万円となり

ました。これは、現金及び預金が732百万円増加、受取手形・完成業務未収入金及び契約資産等が216百万円減少

したこと等によるものであります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ1百万円減少し3,422百万円となりまし

た。これは、業務未払金が68百万円減少、短期借入金が200百万円減少、契約負債が469百万円増加したこと等に

よるものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ521百万円増加し4,518百万円となり

ました。これは利益剰余金が508百万円増加したこと等によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点において、2025年１月17日に公表しました業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,537,871 4,270,564

受取手形・完成業務未収入金及び契約資産等 2,261,339 2,044,822

未成業務支出金 30,409 30,330

その他 66,829 105,296

流動資産合計 5,896,451 6,451,015

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 113,403 107,833

土地 526,435 526,435

その他（純額） 74,483 89,270

有形固定資産合計 714,321 723,539

無形固定資産 128,550 122,770

投資その他の資産

退職給付に係る資産 13,512 13,732

その他 706,719 666,908

貸倒引当金 △38,040 △37,140

投資その他の資産合計 682,191 643,501

固定資産合計 1,525,064 1,489,811

資産合計 7,421,515 7,940,827

負債の部

流動負債

業務未払金 290,309 222,207

短期借入金 1,000,000 800,000

契約負債 910,424 1,380,261

未払法人税等 157,511 131,444

受注損失引当金 4,846 4,846

その他 596,199 404,378

流動負債合計 2,959,291 2,943,138

固定負債

役員退職慰労引当金 150,684 161,897

退職給付に係る負債 288,067 277,255

その他 25,813 39,796

固定負債合計 464,565 478,949

負債合計 3,423,857 3,422,087
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 250,000 250,000

利益剰余金 2,517,686 3,026,162

自己株式 △2,644 △2,644

株主資本合計 3,765,042 4,273,518

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 47,110 60,954

退職給付に係る調整累計額 1,175 290

その他の包括利益累計額合計 48,286 61,245

非支配株主持分 184,329 183,976

純資産合計 3,997,658 4,518,739

負債純資産合計 7,421,515 7,940,827
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年12月１日
至 2024年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

売上高 6,156,118 6,540,987

売上原価 4,471,735 4,816,201

売上総利益 1,684,383 1,724,785

販売費及び一般管理費 986,705 943,309

営業利益 697,677 781,476

営業外収益

受取利息及び配当金 2,022 4,869

受取家賃 7,120 6,723

役員生命保険解約益 - 12,617

その他 6,116 4,735

営業外収益合計 15,258 28,945

営業外費用

支払利息 16,715 16,083

その他 386 1,087

営業外費用合計 17,101 17,171

経常利益 695,835 793,250

税金等調整前四半期純利益 695,835 793,250

法人税、住民税及び事業税 202,094 235,199

法人税等調整額 23,636 30,814

法人税等合計 225,731 266,013

四半期純利益 470,104 527,236

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,453 1,217

親会社株主に帰属する四半期純利益 467,650 526,018



株式会社協和コンサルタンツ(9647) 2025年11月期 第３四半期決算短信

7

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年12月１日
至 2024年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

四半期純利益 470,104 527,236

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,477 13,844

退職給付に係る調整額 1,179 △885

その他の包括利益合計 10,656 12,958

四半期包括利益 480,760 540,195

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 478,306 538,977

非支配株主に係る四半期包括利益 2,453 1,217
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。これによる前年四半期の四半期連結財務諸表及

び前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。



株式会社協和コンサルタンツ(9647) 2025年11月期 第３四半期決算短信

9

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年12月１日 至 2024年８月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高

(国内)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

4,958,629 ― ― 4,958,629 ― 4,958,629

(国内)
情報処理サービス

― 349,775 ― 349,775 ― 349,775

(国内)
人材派遣等のサービス

― 760,301 ― 760,301 ― 760,301

(海外)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

55,801 ― ― 55,801 ― 55,801

顧客との契約から生じる収
益

5,014,431 1,110,076 ― 6,124,507 ― 6,124,507

その他の収益 ― 28,952 2,657 31,610 ― 31,610

(1) 外部顧客への売上高 5,014,431 1,139,029 2,657 6,156,118 ― 6,156,118

(2) セグメント
間の内部売上高

7,000 52,498 48,527 108,025 △ 108,025 ―

計 5,021,431 1,191,527 51,185 6,264,144 △ 108,025 6,156,118

セグメント利益 782,975 11,271 18,143 812,390 △ 114,712 697,677

(注) １ セグメント利益の調整額△114,712千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用の主なものはグループの管理部門に係る費用であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年12月１日 至 2025年８月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高

(国内)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

5,400,499 ― ― 5,400,499 ― 5,400,499

(国内)
情報処理サービス

― 261,471 ― 261,471 ― 261,471

(国内)
人材派遣等のサービス

― 800,836 ― 800,836 ― 800,836

(海外)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

46,737 ― ― 46,737 ― 46,737

顧客との契約から生じる収
益

5,447,237 1,062,307 ― 6,509,544 ― 6,509,544

その他の収益 ― 28,451 2,990 31,442 ― 31,442

(1) 外部顧客への売上高 5,447,237 1,090,759 2,990 6,540,987 ― 6,540,987

(2) セグメント
間の内部売上高

― 69,898 48,862 118,760 △ 118,760 ―

計 5,447,237 1,160,658 51,852 6,659,748 △ 118,760 6,540,987

セグメント利益又は損失
（△）

868,613 △ 5,373 29,651 892,892 △ 111,416 781,476

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△111,416千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用の主なものはグループの管理部門に係る費用であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年12月１日
至 2024年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

減価償却費 56,042千円 53,815千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年10月10日

株式会社協和コンサルタンツ

取締役会 御中

海 南 監 査 法 人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 溝 口 俊 一

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平 賀 康 麿

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社協和コンサルタンツの2024年12月１日から

2025年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年６月１日から2025年８月31日まで）及び第３四

半期連結累計期間（2024年12月１日から2025年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。



株式会社協和コンサルタンツ(9647) 2025年11月期 第３四半期決算短信

12

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


